
                      

 

令和７年９月 16 日 

海 事 局 

 

「船員法等の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令」を閣議決定 
 

 

 

 

１．背景 

船員不足の深刻化、航行の安全確保のための国際的な規制強化、船員関係手続のデジタル

化への対応等を目的とした船員法等の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）が本年５月

14 日に公布されました。今般、改正法の一部の施行期日を定める政令を制定することとします。 

 

２．概要 

改正法附則第１条第４号に掲げる規定の施行期日を、令和７年 10 月１日とします。 

 

＜今回施行期日を定める主な事項＞ 

① 登録生存講習機関、登録消火講習機関の登録等に関する準備行為（改正法附則第２条

～第４条） 

② 登録漁ろう操船講習機関の登録等に関する準備行為（改正法附則第 10 条、第 11 条） 

③ 特定漁船に係る乗組み要件に関する経過措置（改正法附則第 12 条） 

④ ①・②に係る登録免許税法の改正及びその経過措置（改正法附則第 19 条、第 20 条） 

 

３．スケジュール 

公布：令和７年９月 19 日（金） 

 

 

 

 

 

 

 

本年５月 14 日に公布された船員法等の一部を改正する法律（令和７年法律第 32 号）の一部

の施行期日を定める政令が、本日、閣議決定されました。 

＜問合せ先＞ 

海事局船員政策課 尾崎、古里、真野 

代表 03-5253-8111（内線：45102、45125、45124）、直通 03-5253-8647 

海事局海技課 鈴木、渡邉、堀本 

代表 03-5253-8111（内線：45302、45317、45318）、直通 03-5253-8655 

 


